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研究成果の概要（和文）：帝国主義史の観点から進められた日本植民地研究の難点は、植民地経済の宗主国経済への従
属性や停滞性を過度に強調してきた点にある。他方で文化的多様性や社会変容に着目する帝国史研究の難点は、分析対
象や研究結果を統合的な視角から包括する問題意識が希薄な点にあった。本研究では植民地台湾の経済発展過程を〈植
民地性〉と〈市場経済性〉の複合的視点から実証性を重視して研究を進めた。普遍的な経済システムとしての市場メカ
ニズムに着目し、植民地期台湾の市場システムに見出せる偏差を市場経済に埋め込まれた植民的特質として把握する視
角を重視して共同研究を進めた。

研究成果の概要（英文）：The Japanese colonial study from the viewpoint of history of imperialism made much
 of rule relations.  As a result, subordination and stagnation were emphasized excessively. This is proble
ms. The Japanese colonial studies from the viewpoint of history of empire made much of cultural variety an
d a social change. It caused the diffusion situations for this results or studies. This is problems, too. 
So this study of economic developments of colonial Taiwan was pushed forward by the both sides of colonial
 characteristics and market economy characteristics. And we made much of proof characteristics. we paid at
tention to market mechanism as a universal system and analyzed a Taiwanese market system. We think with th
e characteristic of the colony where the deviation was buried in a market economy.
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１．研究開始当初の背景 
 
(1)研究の学術的背景 
日本経済史・経営史研究において対東アジ

ア関係の文脈から日本経済の発展のあり方
を歴史的に考察することは，従来から重要な
テーマと認識されてきた。特に帝国主義論に
依拠した日本植民地研究は，レーニンが示し
た帝国主義モデルの直接適用という隘路を
克服しつつ，豊富な実証研究と有用な分析視
角を提供してきた。しかし，帝国主義論を基
盤とする研究は帝国化過程の中心要因（＝独
占資本形成や資本輸出）に強い関心を寄せる
一方，植民地の社会経済的状況や植民地に住
む人々の経済活動などの周辺要因について
は，軽視するという問題を抱えることとなっ
た。 
近代日本を「帝国」の範疇で把握しようと

する場合，比較・関係性の視点に基づく海外
研究者との共同研究を通じて双方のブラッ
ク・ボックスを具体的に解明することが必要
である。そして，こうした共同研究の推進は，
帝国日本の経済的特質を総体的に特徴づけ
るための有効な手段である。 

 
２．研究の目的 
本研究は，帝国日本によってさまざまな影響
を受けた植民地台湾の経済発展を社会資本
の整備や制度移入，植民地市場の生成過程か
ら歴史具体的に解明することを課題とする。
その際、（1）経済発展における日本政府およ
び台湾総督府の役割を相対化しつつ，特に台
湾社会経済の歴史的経路依存性に着目して
多面的に市場の生成過程とその特色を検証
する，（2）日本国内および朝鮮・満洲との比
較から「帝国」内市場の多様性を示す，（3）
研究の推進に当たっては，海外共同研究者と
の情報共有や議論を重視し，双方の経済史研
究者が与件としてきた問題の解決を図るこ
とに留意する。以上の 3 点を踏まえて共同研
究を進展することが本研究の目的であった。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究の課題を達成するため，本研究
は論点ごとに研究チームを組織し，資料調査
とその分析に取り組む。並行して本研究が対
象とする商品・資本・エネルギー各市場を概
観し，全体像を捉えたうえで日本や朝鮮・満
洲等の比較から植民地台湾市場の特質を抽
出し，「帝国」内市場の多様性と統一的「帝
国」市場成立の困難性を指し示す。海外共同
研究者は，資料収集の支援や研究の総合化に
向けた議論，研究成果の提供など，すべての
研究過程において研究分担者あるいは連携
研究者と同等の役割を果たす。 
（2）交通ネットワーク分析チームの研究課
題は，官民交通ネットワークの相互補完性が
円滑な物流・流通の実現に資したことを交通
機関・荷主双方の役割，あるいは港湾都市の
建設過程から明確に実証し，これが日本や朝

鮮等とは異なる，「台湾的市場」を形成した
ことを指し示す点にある。この問題を実証す
るために，『台湾総督府公文類纂』（国史館台
湾文献館所蔵），『台湾総督府交通局鉄道部档
案』（国家档案管理局所蔵），『桃崁軽便鉄道
会社档案』（桃園汽車客運公司所蔵，非公開），
大阪商船社内資料（商船三井所蔵），『糖業聯
合会資料』（糖業協会所蔵）などの資料収集
と研究活用を行なう。 
（3）制度移入分析チームが取り組む課題は，
土地調査事業・土地制度改革，民法・商法の
対台湾人適用といった，近代的な制度の整備
が，台湾人の経済活動に与えた影響を検証す
るとともに，植民地期台湾における株式会社
の諸データの悉皆調査を通じて，その特色を
検討することにある。本チームでは，『台湾
総督府公文類纂』，『台湾総督府土地関係資料』
（土地銀行所蔵，非公開）を収集し研究活用
を行う。 
（4）エネルギー・農工業分析チームが取り
組む課題は，エネルギー供給のあり方を農業
機械の普及過程と関連づけ，台湾におけるエ
ネルギー産業の展開は，工業化の側面だけで
なく，農業生産力の向上にも寄与したことを
実証することにある。本チームは，『台湾電
力関係資料』（東京大学経済学部所蔵，未公
開），『台湾総督府公文類纂』を活用して上記
の実証を行なう。 
 
４．研究成果 
本研究は帝国日本による様々な制約下に

あった植民地の経済発展過程について台湾
を中心に経済制度の整備、社会資本の拡充、
市場形成の観点から多面的に検討すること
を課題として設定した。この課題の実証的な
解明を進めることを目的に、数度に渡り台湾
における史料調査を行った。調査機関は国立
中央図書館台湾分館、中央研究院台湾史研究
所、国家档案館などを中心とした。また、台
湾における史料状況や研究情報を得るため
中央研究院、台湾師範大学、台北大学などの
研究者と研究交流と情報交換を行った。これ
ら研究対象地域における史料調査と研究交
流は実証的研究の基盤となるものであった。
その成果は、後述の研究業績に示されるが、
2 度の国際シンポジウムの開催と共同研究の
公刊に示される。 
（1）国際学術シンポジウム（近代東亞的丘
域區域交流與秩序重編〔2012 年 5 月 26・27
日/国立台北大学〕 
（2）植民地台湾の社会資本と流通〔2013 年
12 月 8日/立教大学〕） 
これら2つの国際学術シンポジウムで研究代
表者、分担研究者、連携研究者の大半が研究
報告を行い、台湾・韓国・日本・中国・アメ
リカの研究者と活発な討論をおこなった。 
また、本研究の成果として、研究代表者であ
る須永徳武編著『植民地台湾の経済基盤と産
業』の出版準備を進めており、2014 年度中に
日本経済評論社から刊行される予定である。 
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